令和4年度　再評価調書
１ 事業概要

	事業名
	京阪本線（寝屋川市・枚方市）連続立体交差事業

	担当部署
	都市整備部 交通戦略室 鉄道推進課 連立・鉄軌道グループ（連絡先06－6944－9282）

	事業箇所
	寝屋川市幸町～枚方市岡南町

	再評価理由
	事業着手から10年経過した時点で、事業継続しているため。

	事業目的
	寝屋川市、枚方市の京阪本線沿線は、大阪近郊の住宅都市として発展してきた地域で、両市の中心となる京阪本線の寝屋川市駅及び枚方市駅周辺は、既に鉄道が高架化されている。しかし、両駅間にある香里園駅、光善寺駅、枚方公園駅周辺は鉄道が地上を走る状態のままとなっている。連続立体交差事業は鉄道を高架化し、踏切除却することで、交通渋滞や踏切事故を根本的に解消するとともに、鉄道により分断されていた市街地の一体化を図り、地域の発展に大きく寄与する。

	事業内容
	事業区間　　　：約5.5km（寝屋川市域：約2.1km、枚方市域：約3.4km）
高架化される駅：香里園駅、光善寺駅、枚方公園駅
踏切除却数　　：21箇所（うち「開かずの踏切」13箇所）

	事業費

（　）内の数値は

前回評価時点のもの
	全体事業費：1,130億円（1,068億円）
〔国:578億円 府:284億円 市:189億円 鉄道:79億円※〕
※事業費負担内訳については、関係者要協議

	
	（内訳）調査費等　　22億円（ 22億円）

　　　　用地補償費　302億円（240億円）

　　　　工事費　　　806億円（806億円）
	【工事費の内訳】

・高架工事　　　　458億円
・軌道・電気工事　210億円
・駅舎工事　　　　 97億円
・側道工事　　　　 41億円

	事業費の変更理由
	・用地及び補償について、H25年度の報告時点では、平成24年度の近傍の路線価や法務局の登記や既存資料を用いて用地費及び補償費を算出していたが、用地費については、土地評価結果による減額とともに、補償費について、物件調査により件数の増加（463件（+55件））や物件調査の算定結果により増額した。

	維持管理費
	道路部：約33万円／千㎡・年（過去5年府内実績より算出）


２ 事業の必要性等に関する視点
	
	計画時点H20
	H25審議会での報告
	再評価時点R4
	変動要因の分析

	事業を巡る社会
経済情勢等の変化
	○列車本数　
約680本/日
○遮断時間
約10.02時間/日
○踏切事故数（H15～H19）
21地点　合計17件
（うち死亡者7人）
○開かずの踏切
21地点中20地点
（平成19年 公表）

※開かずの踏切：ピーク時遮断時間40分以上/時間
	―
	○列車本数
約642本/日
○遮断時間
約9.6時間/日
（21踏切平均）

○踏切事故数（H28

～R2）
21地点　合計12件
（うち死亡者9人）
○開かずの踏切
21地点中13地点
（令和3年10月公表）
※開かずの踏切：ピーク時遮断時間40分以上/時間
	―

	地元の

協力体制等
	・地元市である寝屋川市及び枚方市に地元調整、関連側道の用地買収及び整備を委託
	

	
	計画時点H20
	H25審議会での報告
	再評価時点R4
	変動要因の分析

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	【分析結果】

・B/C＝1.7

　B＝905.2億円
走行時間短縮便益：870.6億円
走行経費減少便益：22.8億円
交通事故減少便益：11.8億円

　C＝519.4億円
事業費：519.0億円
維持管理費：0.4億円
【算出方法】

・国土交通省「費用便益分析マニュアル＜連続立体交差事業編＞（平成16年4月）」により算出
【受益者】

　地域住民、施設利用者など
	【事業費の見直し】
（事前評価時）
全体事業費
　900億円
内 用地費等
　200億円
調査費・工事費等
　700億円
（審議会報告）
全体事業費
　1,068億円
内 用地費等
　240億円
調査費・工事費等
　828億円

	【分析結果】

・B/C＝1.4
　B＝1,240.4億円
走行時間短縮便益：1103.2億円
走行経費減少便益：86.6億円
交通事故減少便益：50.6億円

　C＝900.9億円
事業費：897.7億円
維持管理費：3.2億円
【算出方法】

・国土交通省「費用便益分析マニュアル＜連続立体交差事業編＞（令和4年2月）」により算出

【受益者】

　地域住民、施設利用者など
	・近年の周辺の交通量を踏まえた将来推計の見直し等による便益の増加。
・土地評価結果による用地費の減額
・物件調査実施後の補償件数の増加及び物件調査の算定結果に伴う補償費の増額


	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【安心・安全】

・踏切除却により踏切事故が解消される。
・踏切除却及び渋滞緩和により緊急車両の通行が容易になる。
【活　力】

・鉄道の高架化により市街地の分断が解消され、高架下に公共施設や商業施設を整備することにより、利便性が向上し、地域コミュニティーの活性化が図られる。
・駅の高架化にあわせて、駅前周辺の街づくりを一体的に進めることにより駅前広場や駅周辺の道路整備が促進され、交通結節機能が向上し、地域の活性化が図られる。
【快適性】
・鉄道高架化に伴う環境帯（側道）設置により騒音、振動の改善が図れる。

・駅及びその周辺施設の整備にあわせバリアフリー化が促進される。

・踏切の除却により、踏切事故が解消され、鉄道の定時制が確保される。
	―


	
	計画時点H20
	H25審議会での報告
	再々評価時点R4
	変動要因の分析

	事業の進捗状況

＜経過＞

1 事業採択年度

2 事業着工年度

3 完成予定年度
	① 平成25年度

② 平成26年度

③ 平成40年度


	① 平成25年度

② 平成26年度

③ 平成40年度


	① 平成25年度

② 平成26年度

③ 令和10年度※
（平成40年度）
※　認可期間協議中
	―

	＜進捗状況＞
	―
	―
	・全体26％

(292億円/1,130億円）
・用地91％

(276億円/302億円）
・工事1％

(3億円/806億円）
	―

	事業の必要性等に関する視点
	鉄道を高架化し、踏切除却することで、交通渋滞や踏切事故を根本的に解消するとともに、鉄道により分断されていた市街地の一体化を図り、地域の発展に大きく寄与する事業であり、必要性に変わりはない。


３ 事業の進捗の見込みの視点

	事業の進捗の
見込みの視点
	用地取得率は、91％（40,430㎡／44,626㎡　寝屋川市：96％、枚方市：88％）であり（令和4年6月末時点）、残る用地についても補償鑑定が概ね完了しており、現在鋭意交渉を行っている。令和元年度より水路等のインフラ施設の移設及び埋蔵文化財調査を実施しており、令和4年度から鉄道高架工事に着手。


４ コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	コスト縮減や
代替案立案等の
可能性の視点
	【コスト縮減】
設計の見直し等により、コスト縮減に努める。
【代替案の可能性】
用地取得率が全体で91％（面積）であり、補償移設工事等の準備工事に着手していることから、代替案立案の可能性は極めて低い。


５ 特記事項
	自然環境等への

影響とその対策
	・列車の走行に伴う騒音・振動を低減させるため、弾性マクラギ直結軌道やロングレールを使用する等、環境への影響を最小限にとどめるよう環境保全対策に配慮。
・周辺道路の交通混雑が緩和され、大気質への負荷物質排出量の抑制に寄与。


	前回評価時の意見具申（付帯意見）

と府の対応
	・本事業は平成20年度に事前評価案件として審議を行っており、事業費が増加する場合には、その変動要因も含め事業採択前に報告することとなっていた。
・平成25年10月の審議会において、総事業費が900 億円から168億円増額し1,068億円となることを報告した。（事業費の増加要因：①用地・補償費の見直し、②測量や土質調査に基づく設計の見直し、③環境影響評価結果に基づく対策等）
・事業費増額の理由について「やむを得ないもの」とされたが、多額の費用増となっていることから事業費の削減に努めることとする。

	上位計画等
	・大阪府都市整備中期計画　令和3年3月

	その他特記事項
	―


６ 対応方針（原案）

	対応方針
（原案）
	○事業継続とする。
＜判断の理由＞

・用地取得率は約91％（残り44件）。
・令和元年度より、水路等のインフラ施設の移設を実施しており、令和4年度から鉄道高架工事に着手。
・鉄道を高架化し、踏切除却することで、交通渋滞や踏切事故を根本的に解消するとともに、鉄道により分断されていた市街地の一体化を図り、地域の発展に寄与することを目的とする事業の必要性に変化はない。
以上の理由により、事業を継続する。


